近代日本「健康保護」事業のための仕組みづくり : 長与専斎文部省医務局長及び内務省衛生局長時代を中心として by 小島 和貴
１ は じ め に
近代日本 ｢健康保護｣ 事業への取り組みで知られる長与専斎は
(１)
, 西欧諸
国において近代国家の建設と同事業の関係性に注目し, 帰国後, 文部省医
務局長として, そしてその後, 初代内務省衛生局長として, その形成に精
力的に取り組んだ｡
長与の ｢健康保護｣ 事業への理解は次のようなものであった
(２)
｡
本源を医学に資り, 理科工学, 気象, 統計等の諸科を包容してこれを政
務的に運用し, 人生の危害を除き国家の福祉を完うする所以の仕組
また一方では, 次のようにも指摘する
(３)
｡
国民一般の健康保護を担当する特種の行政組織あることを発見しぬ
長与は, 人生の危害を除くため, 医学や理科工学, 気象, 統計等, 医学
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等学術上の知見を ｢政務的に運用｣ することの重要性をここに見て取った
のである
(４)
｡ この時, 長与にして ｢人生の危害を除く｣ とは, ｢国民一般の
健康保護｣ を進めることに他ならなかった｡ そして長与は ｢健康保護｣ を
進めるためには, ｢特種の行政組織｣ が備わっている様を見抜いたのであっ
た｡ 長与は ｢健康保護｣ 事業を推進するための仕組みが必要としたのであ
る｡
そこで本稿では, 医学等学術を ｢政務的に運用｣ することで ｢健康保護｣
を進めようとした長与の構想を具体化するにあたり, いかなる仕組みが企
図されたのかを, 長与の文部省医務局長時代及び内務省衛生局長時代を中
心に解明することとしたい｡
２ ｢健康保護｣ 事業と ｢医制｣
長与は岩倉遣外使節団への随行により欧米諸国にみられる ｢健康保護｣
事業に注目した｡ 住民の健康問題に対して, 国家が介入することの正当性
が承認され, 介入するための仕組みが整っていることが, 長与にして近代
国家のメルクマールであったのである｡ そこで帰国した長与は, 文部省医
務局長として医学等学術を ｢政務的に運用｣ するための ｢特殊の行政組織｣
の形成に着手するのであった｡ この長与の取り組みは ｢医制｣ の制定に見
て取ることができた｡
｢医制｣ は, ｢わが国の総合的衛生制度の濫觴｣ と評価され
(５)
, 近代日本
の医療・衛生に関する進路はこの ｢医制｣ によって示された｡
｢医制｣ は, 76か条より構成されていた
(６)
｡ その概要は次の①～④の通り
である｡
①医制 (全国衛生事務, 地方衛生) (第１条～第11条)
②医学校 (医学教育) (第12条～第26条)
③教員及び医師 (医術開業試験と免許) (第27条～第53条)
④薬舗 (薬舗開業試験と免許, 及び薬物の取り締まり) (第54条～第76
(桃山法学 第29号 ’18)70
条)
まず第11条までにおいて, ｢健康保護｣ の仕組みが示され, 第12条以下
では, 医学教育のこと, 第27条以下では医師の資格化のこと, そして第54
条以下では薬舗の資格化のことが取り上げられた｡
長与が岩倉遣外使節団に随行することが決まった時, 西欧諸国における
医師の制度を調査することが期待されていた｡ 徳川幕藩体制下の医師の制
度には全国一律のものがなく, まずは医師を養成するための教育課程を整
えることが必要とされたのであった｡ そこでこの ｢医制｣ では医学教育の
課程が, 予科と本科の視点から整理された
(７)
｡ 予科の課程では数学, ドイツ
語, ラテン語, 理学, 化学, 植物学, 動物学, 鉱物学の知識が要求され,
こうした数学や外国語など西洋医学の習得に必要とされる基礎的な知識の
素養があることが認められると, 本科での学業が許された｡ 本科では, 解
剖学, 生理学, 病理学, 薬剤学, 内科, 外科, 公法医学 (裁判医学など)
を学ぶことが予定された｡ そして本科の卒業証書が授与される段になると,
｢医学士ノ称号｣ が与えられることとなったのである｡
医学教育制度が新設されていく中で, 医師免許制度の導入も進められた｡
徳川時代においては, 医学教育制度だけでなく医師の管理制度も整ってい
なかったのである｡ そのため ｢不学無術之徒｣ が少なくなく, 結果, 適切
な投薬がなされず, 人命にかかわる事態を招いていた｡ そこで明治政府は,
明治元年より医師の免許制度の導入を求めていたのである｡
｢医制｣ が制定されると, その翌年には, ｢医術開業免状書式｣ が定め
られ
(８)
, そして明治９年には, 医師試験制度が明らかにされるのであった
(９)
｡
この試験制度では新たに医師となる者は, 次の科目の試験を受け, 及第す
ることが求められた｡
試験科目
第一 物理学化学大意
第二 解剖学大意
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第三 生理学大意
第四 病理学大意
第五 薬剤学大意
第六 内外科大意
｢医制｣ ではまた, 医師の資格化だけでなく, 薬舗の資格化も進めるこ
とを予定していた｡ 薬舗を開業しようとする者も, ｢免状｣ が必要になっ
たのである｡ 医師と薬舗にそれぞれ ｢免状｣ を要求する ｢医制｣ では, 医
師と薬舗の分業が予定されていたのである｡ 徳川幕藩体制下では医師や薬
舗といった別はなく, 医師が投薬を施していた
(10)
｡ 西洋医学に基づく医師の
資格化や医薬分業は, 明治以前に主流となっていた従来の医師すなわち漢
方医たちの文化とは異なるものであったといえよう｡
医師の資格化が進められる一方, 従来の医師たちは試験を受ける必要は
なかった｡ ｢医制｣ が運用される際, 従来の既得権益に対する配慮はなさ
れていたのである｡ 長与は, この既得権益への配慮を政府がなしたことで,
｢従来の開業にありては営業上何等の影響も｣ ないことを強調した
(11)
｡ しか
し政府の方針は医療の西洋化である｡ この方針がある限り, 漢方医によっ
て担われてきた役割は, 西洋医にとって代わられるのも時間の問題であっ
た｡ そこで漢方医たちは政府の進める医療の西洋化に論難, 哀訴し, 漢方
の知識を基にした試験を要請した｡ 医業を継ぐため今後新たに医師となろ
うとする者は, ｢公の試験を受けなければ家業を継がれ｣ ず, ｢時勢の変化
とは言ひながら, 之は漢方医家に取って死活の問題｣ となる
(12)
｡ 長与の改革
では, 漢方に与する医師は後進を育てることが極端に難しくなったのであ
る｡ こうした漢方医たちの抵抗運動は医師及び薬舗の資格化への取り組み
の責任者であった長与を困惑させた｡ 長与は漢方医たちから ｢四面攻撃｣
を受けることとなった｡ 長与が ｢およそ余が事業中医術開業試験の制定ほ
ど意想外に心を苦しめ思いを焦したるものはなし｣ と振り返るとおりであ
る
(13)
｡ 明治以降, 医師は業務独占の資格職業として位置付けられるようになっ
ていったが, この運動の先頭に立ってリードしたのが長与であったのであ
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一方, この ｢医制｣ では, 長与が西欧の地で関心を示した ｢健康保護｣
事業のことも盛り込まれていた｡ これは ｢ゲズンドハイツプレーゲ｣ 等に
よって示される ｢健康保護｣ の事業を進めるための仕組みづくりに資する
ものであった
(14)
｡ ｢医制｣ において医師や薬舗の資格化に加えて, ｢全国衛生
事務｣ や ｢地方衛生｣ の視点が採用されていたのはそのためである｡ ｢医
制｣ では, 住民の ｢健康保護｣ をまず求め, 健康が害された時に施される
医療に携わる医師や薬舗のことを定めていたのであった｡
また, 長与は, 西欧諸国の地で注目した ｢ゲズンドハイツプレーゲ｣ 等
にみられる ｢健康保護｣ 事業を ｢医制｣ に組み入れる際, ｢衛生｣ という
言葉を選択した｡ 長与は, ｢健康｣ や ｢保健｣ といった言葉を当初は思い
浮かべたようであるが, ｢露骨にして面白からず｣ として採用しなかった｡
一方で 『荘子』 の ｢庚桑楚編｣ に ｢衛生｣ という言葉があったことを思い
出し, ｢字面高雅｣, ｢呼声もあしからず｣ とのことから, これを気に入っ
た｡ 長与は ｢健康保護｣ に ｢衛生｣ という呼称を充てたのである
(15)
｡
｢医制｣ では, (図１) にみえるように, 中央政府にあって全国の ｢医
政｣ を文部省において統括することとし (第１条), 同省医務局中に ｢医
監・副医監｣ を設置するとした (第３条)｡ ここでまず, 政府が ｢健康保
護｣ 事業を進めるための権限を保有していること, すなわち ｢衛生行政権｣
の存在を確認しようとしたのである｡ 中央の権限を確認する一方, 各地方
の衛生問題を所管するため, 全国を数所に分かち ｢衛生局｣ を設置すると
した｡ そこで ｢医制｣ 第５条では, 地方の事務は ｢衛生局｣ において取り
まとめることを求めるのであった｡
第五条 各地方ニ於テ医務ニ関スル事件ハ統テ衛生局ト協議スヘシ
(当分) 衛生局完備セサル間ハ文部省ニ申出ツヘシ
｢医制｣ では ｢衛生局｣ の設置を予定すると同時に, 各府県にあっては,
地方吏員のうちより選任される ｢医務掛｣ が設置されることともなってい
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た｡ この ｢医務掛｣ は府県以下の ｢医務｣ 担当であった (第６条)｡ ｢医制｣
では政府の保有する ｢衛生行政権｣ を地方政府, 具体的には ｢衛生局｣ や
｢医務掛｣ を通じて行使することが予定されたのである｡
さらに ｢医制｣ は, ｢医務取締｣ の設置を求めていた｡
第七条 地方ノ医師及ビ薬舗主家畜医等ヲ撰テ医務取締トナシ衛生局地
方官ノ差図ヲ受ケ部内日常ノ医務ヲ取扱ハシム
｢医務取締｣ は, 各地方の医師や薬舗主, 家畜医等より選出されること
となっていた｡ 医学等の知見に理解ある者の ｢健康保護｣ 事業への参加を
制度的に保障しようとしたのである｡ ここで設置される ｢医務取締｣ には
以下の役割が期待されていた｡
①各地域の慣習や衣食住の模様を観察すること
②健康上支障となる行動が住民のうちにみられるときには ｢衛生局｣ に
報告すること
③流行病の発生について医師より報告がなされた際, 被害状況等を,
｢衛生局｣ 及び地方官に連絡すること
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(図１) ｢医制｣ における ｢健康保護｣ 事業を具体化するための仕組み
文部省 (医監・副医監)

衛生局

府県 (医務掛)

医務取締
｢医務取締｣ から伝染病発生等の被害が報告されると, 今度は ｢衛生局｣
の責任者が, ｢医務取締｣ 及び ｢地方ノ大医碩学｣ を招集し, 対策を立て,
文部省及び近隣の府県に通報するとされる (第10条)｡ 医制では, ｢衛生局｣
や ｢衛生掛｣, そして ｢医務取締｣ を通じて文部省に承認された ｢衛生行
政権｣ を行使することが予定されたのである｡
３ 長与専斎の ｢衛生意見｣
明治７年に ｢医制｣ が制定されたことで, ｢健康保護｣ 事業は文部省の
所管となった｡ しかしその翌年, この事業は本来, 内務行政とかかわりの
深い事務であるとの意向が文部省より示されることとなり, 内務省へ移管
されることとなった
(16)
｡ 内務省は地方官やその管下にある吏員あるいは警察
官を従えた役所であったことから ｢健康保護｣ や医師や薬舗の管理を進め
る際の実働部隊が得やすかったのである｡ この時文部省は, 担当職員や関
係文書の引き継ぎを打ち出したことから, ｢健康保護｣ 事業への取り組み
を ｢畢生｣ の事業と宣言する長与は, 事務の移管と共に内務省へ移ること
となった｡
移管直後の ｢健康保護｣ 事業は, ｢第七局｣ で取り扱われた｡ 内務官僚
となった長与はこの ｢第七局｣ を ｢健康保護｣ に資するためにふさわしい
名称にするべく思案していた｡ 結局 ｢第七局｣ は, ｢医制｣ 中, ｢健康保護｣
の事業を引き継いだ部局であったことから, ｢健康保護｣ を ｢衛生｣ と表
現した長与は, その部局名称を ｢衛生局｣ とした｡ ｢衛生局｣ が設置され
ると, 長与は初代内務省衛生局長に就任した｡ そして明治24年に衛生局長
の職を辞するまで, 実に約16年にわたり, その職責を担い続けたのである｡
衛生局長に就任した長与は, その翌年, 再び渡米する機会を得た｡ 明治
９年, アメリカ合衆国において独立百年万国博覧会の開催にあわせ, 万国
医学会が開かれるとの通知が明治政府になされたのである｡ そこで長与は,
三宅秀や岩永省一, 石黒忠悳らとともにアメリカ合衆国に向け出奔した
(17)
｡
三宅は医学教育者であったが, 長与率いる衛生局の協力者でもあった
(18)
｡
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長与は三宅の支援やその活動の成果を ｢健康保護｣ 事業に反映していった
のである｡ また岩永は長与の妻園子の実弟であった
(19)
｡ 長与と同郷であった
岩永は, 長崎で英語に触れた後, 鹿児島の開成所を経て慶應義塾で学び,
ロンドン, そしてアメリカ合衆国に渡った｡ 帰国したのは明治９年のこと
である｡ ところが帰国してみると長与が万国医学会出席のため出国準備の
最中であった｡ 岩永は帰国した直後であったが, 長与らの一行に加わるこ
ととなり, 再び合衆国を巡歴することとなったのである
(20)
｡ また石黒も三宅
同様, 内務省の ｢健康保護｣ 事業を支援するメンバーであった
(21)
｡ 長与は三
宅や岩永らとともに太平洋をわたり, アメリカ合衆国の ｢健康保護｣ への
取り組みに再び触れることとなったのである｡
合衆国に到着した長与は, フィラデルフィアにおいて医学会に参列し,
また博覧会を縦覧した
(22)
｡ その後, ニューヨーク, ボストン, ワシントン,
シカゴの衛生局を訪れた｡ かつて岩倉らと共に太平洋を渡った時には,
｢ただ見聞するがままに｣ 時間を過ごしたが, 今回は ｢視察の間すこぶる
趣味あるを覚｣ えた｡ そして諸州の調査を通じて, 規則法文が厳正に整備
されている一方, 実際の執行については ｢寛仮優容の手段巧み｣ に行われ,
｢手数の簡易にして事務の敏活に運ば｣ れる様をみたのである
(23)
｡
合衆国での調査より帰国した長与は, 当地で入手した情報を踏まえて日
本の ｢健康保護｣ 事業の今後のプランを認め, 当時, 内務の職にあった
大久保利通に提出した
(24)
｡ この時の長与の ｢衛生意見｣ では近代日本の ｢健
康保護｣ 事業について ｢介達衛生法｣ と ｢直達衛生法｣ という二つの視点
から整理されていた
(25)
｡ ｢介達衛生法｣ とは ｢欧米所謂医制｣ のことであり,
｢医師薬舗ノ勧奨督察薬剤ノ検査取締等因テ以テ衛生ノ根基ヲ栽培スルモ
ノ｣ であった｡ 一方, ｢直達衛生法｣ は, ｢欧米ノ所謂衛生法｣ であり,
｢総テ人民ノ衣食住ニ関シ其健康ヲ害シ流行病伝染病ノ禍源トナルモノハ
駆除防御ノ方法ヲ設ケテ之ヲ施行｣ することだとして描かれた｡ 換言する
ならば ｢介達衛生法｣ は, 医師や薬舗の国家による管理を実現するための
取り組みであり, ｢直達衛生法｣ は, 伝染病の流行など住民の衛生問題へ
の対応を進めることであり, 貧困者の施療, 伝染病予防, 衛生統計の作成,
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飲食物や上下水の管理等が想定されていた｡ 長与はこの ｢介達衛生法｣ と
｢直達衛生法｣ を軸に明治の時代にあって ｢健康保護｣ 事業の進展を期し
たのである
(26)
｡
ところで長与は ｢衛生意見｣ において明らかにした施策を実現するため
には, 以下にみるような仕組みが必要であるとした｡ まず医師や薬舗の資
格化などを予定した ｢介達衛生法｣ を実現するための構想をみてみよう｡
長与は医師等を管理するために (図２) にみえるように ｢内国事務省｣
が設置されるとする｡ 同省管下には ｢医事監督｣ が設置され, これが地方
に派遣され医師や薬舗の開業の動向などを確認するとした｡ またこの ｢医
事監督｣ は, 各地において選出される ｢医学議員｣ の長を兼ねるともされ
ていた｡ ｢医学議員｣ とは医師, 薬舗, 法律家より構成され, 医学や薬剤
学の動向について議論を付すとされる｡ さらにこの ｢医事監督｣ は, 各地
の衛生に関する動向について報告書を作成し, ｢内国事務長官｣ と府県に
報告することが期待されていた｡ 一方府県には, ｢管内人民の死凶｣ や
｢医師薬舗産婆ノ増減｣ 等を ｢医事監督｣ に伝えることが求められる｡ ｢介
達衛生法｣ では, ｢内国事務省｣ の下, ｢医事監督｣ や ｢医学議員｣ を活用
し, 相互に情報の共有を図ることで医師や薬舗の管理を進めようとしてい
たのである｡
次に ｢直達衛生法｣ についてみてみよう｡ 長与は, (図３) にみえるよ
うに ｢内国事務省｣ の下, 欧米では ｢人民稠密｣ の地に ｢衛生局｣ を置い
ていることを取り上げる｡ 長与が描いた ｢衛生局｣ の所管する事務を例示
すれば以下の通りである｡
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(図２) ｢介達衛生法｣ を具体化するための仕組み
内国事務省 (医事監督)

医学議員
・医師, 薬舗, 産婆の取り締まり
・貧民の救済・施療
・流行病予防
・｢クワランティーン｣ の方法
・種痘, 梅毒検査, 死生婚家等の統計の作成
・埋葬の管理
・寺院, 貧院, 劇場, 借家等の建築物の管理
・飲食物の検査
・家畜・屠殺場の管理
長与は無免許で開業する医師や薬舗をなくすこと, 許可なく毒薬・劇薬
の販売をなくすこと, 貧民の施療や流行病・伝染病の予防を進めること,
水際で伝染病の侵入を防ぐ ｢クワランティーン｣ すなわち開港検疫を行う
こと, そして痘瘡や梅毒対策, 衛生統計の作成, 死者の管理, 寺院など人
が集まる建築物の管理, 健康を害する恐れのある飲食物を排除しようとす
る試み, さらに家畜や屠殺場の管理を進めることを ｢衛生局｣ に求めたの
である｡
長与はこの ｢直達衛生法｣ でも医師や薬舗の管理を謳い, ｢介達衛生法｣
でも医師や薬舗に対する政府の介入を求めていた｡ ここでの違いは, 長与
がこの ｢衛生意見｣ において, 後者との関連で ｢日本医学ハ今後二十年ヲ
以テ古流ヨリ新派ニ転ズルノ第一期｣ と評したように, ｢介達衛生法｣ に
おいては医師や薬舗を西洋流にするための管理を予定していたのに対して,
前者は医師免許不保持に見られるような法律違反の医師等を見つけ出すた
めの取り組みであった｡
長与は, ｢衛生局｣ の所管する事務を取り扱うための吏員として ｢衛生
取締｣ を予定する｡ ｢衛生取締｣ は ｢衛生局｣ の所管する事務について,
｢政府ノ主旨｣ を確認し, ｢地方ノ状況ヲ斟酌｣ し, 住民の ｢健康保護｣ 事
業を担うこととされた｡ 長与が ｢凡ソ各般衛生ノ直達法ハ衛生取締設置ノ
後ニ非ザレバ完備スル能ハズ｣ と指摘するように
(27)
, ｢衛生取締｣ は ｢健康
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保護｣ 事業には重要とされている｡
｢衛生取締｣ には管内の名望ある医師あるいは区戸長があてられること
となっていた｡ 医学等学術の ｢政務的運用｣ を具体化していくために,
｢健康保護｣ と学術との関りを理解することができる吏員として ｢衛生取
締｣ を長与は取り上げる｡ 長与が医学等学術の ｢政務的運用｣ を実現して
いくためには, ｢衛生取締｣ のような医学等学術上の知見を理解すること
ができる地方衛生吏員が必要であったのである｡
４ コレラの流行と ｢健康保護｣ 事業のための制度改革
(１) ｢中央衛生会｣ と ｢地方衛生会｣ の設置
長与が ｢衛生意見｣ を大久保利通内務に提出した年は, コレラが大流
行した年でもあった｡ コレラは徳川幕藩体制下にあって文政・安政年間に
流行したことはあったが
(28)
, 維新以降にあっては明治10年の流行が最初であっ
た｡ 陸軍軍医として活躍の場を見出し, 明治９年, 長与と共に渡米した石
黒忠悳は明治４年の 『虎烈剌論』 緒言において急性伝染病の中でもコレラ
の被害は ｢尤甚シ｣ としていた｡ そのコレラの流行が新政府下において始
まったのである｡ 加えて, 明治10年は西南戦争が勃発した年でもあった｡
コレラはこの西南戦争の凱旋兵の東進と共に広がっていったため, 犠牲者
が増加した｡ 内務省衛生局はこの明治10年, ｢全局ノ力ヲ挙ケテ其 (コレ
ラ―筆者注) 防禦及ヒ撲滅ニ従事ス亦殆ト他ノ事業ヲ拡充整理スルノ暇ナ
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(図３) ｢直達衛生法｣ を具体化するための仕組み
内国事務省

衛生局

衛生取締
シ｣ と記録した
(29)
｡ 長与や衛生局はコレラへの対応に忙殺されたのである｡
コレラは明治10年に続いて, 12年にも大流行した｡ この明治12年の流行
は, (表１) にみえるように, 10万人以上の人命を鬼籍へと追いやった｡
明治12年のコレラの勢いはすさまじかったのである｡ そこで政府は対策を
立てるため, 医学に素養のある内外の人物を集めて ｢中央衛生会｣ とし
(30)
,
内務省中に設置することとした｡ このとき集められたメンバーは, (表２)
の通りである｡ 同会には, 大学医学部の教授や陸・海軍の医師たちが集め
られた｡
明治12年７月21日の ｢中央衛生会職制並ニ章程｣ によれば, この時の
｢中央衛生会｣ は, 内務の下, ５名の日本医, ３名の外国医, 内務省衛
生局長, 会長の10名より構成されることとなった｡ その所掌事務は, 内務
に捧呈する諸規則, 指令, 建議, その他書面の草案の調整であった｡
｢中央衛生会｣ の活動を始めるにあたり, 長与たちは, 各地の気候, 地形,
衣食住, 風俗・慣習, 地方病の有無を確認しながら進めることが肝要であ
ると理解した｡ そしてこの ｢中央衛生会｣ は, 中心となる委員が医師であっ
たことから分かるように, 医学等学術上の知見を踏まえて伝染病対策を進
めることとを予定していたのである｡ その結果, 内務には, 医学等学術
上の知見を踏まえた政策の提示が可能となったのである｡
明治12年７月に臨時に設置された ｢中央衛生会｣ は, その年の暮れには
常設化された｡ 引き続き内務の諮詢に応えるためであった｡ 常設化され
た ｢中央衛生会｣ には, 医学の専門家 (８名), 化学の専門家 (１名), 工
学の専門家 (１名) が参加することとなった｡ またこの時, 地方長官から
の諮詢に応えるため ｢地方衛生会｣ も設置された｡ ここでは医学の専門家
(３名～５名), 公立病院長, 公立病院薬局長, 衛生課長の参加が見られた
(31)
｡
細川潤次郎は衛生会が存在することの意義に関して次のように指摘する
(32)
｡
衛生ノ事ハ固ヨリ容易ノ談ニ非ス且凡ソ事専ナレハ則精ク業分ルレハ則
進ム国家ノ重事之ヲ議スル者ト之ヲ行フ者ト宜ク其権ヲ別ニスヘシ衛生
ノ事ニ至テモ亦然ラサルナシ衛生ノ事衛生会之ヲ議シテ衛生局之ヲ行フ
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(表１) 伝染病による死者数
年次 コレラ 赤痢 腸チフス 痘瘡 発疹チフス ジフテリア
明治９
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
・
8,027
275
105,786
618
6,237
33,784
434
417
9,329
108,405
654
410
431
35,227
7,760
497
364
314
40,154
76
38
181
1,477
1,305
1,802
1,313
5,066
6,036
10,690
6,839
4,257
6,576
5,970
8,706
11,208
16,844
41,284
38,094
12,959
108
141
558
2,530
4,177
4,203
5,231
5,043
5,969
6,672
13,807
9,813
9,211
8,623
8,464
9,614
8,529
8,183
8,054
8,401
145
653
685
1,295
1,731
34
197
295
410
3,329
18,678
9,967
853
328
25
721
8,409
11,852
3,342
268
・
・
・
601
360
152
194
120
445
365
1,577
448
208
88
67
203
62
56
33
49
29
192
132
534
1,019
572
1,130
1,231
1,266
1,440
1,465
1,429
1,450
1,495
1,438
1,974
2,531
3,205
2,903
3,025
(『医制百年史』 (資料編) より作成｡ ｢・｣ は数値なし｡)
(表２) 中央衛生会 (明治12年７月16日)
会長 森 有礼 (外務大輔)
委員 松本 順 (陸軍軍医総監)
戸塚文海 (海軍軍医総監)
池田謙斎 (一等侍医)
林 紀 (陸軍軍医監)
三宅 秀 (大学医学部教授)
ベルツ (大学医学部お雇い外国人教授)
ブーケマ (陸軍病院お雇い外国人医師)
アンデルソン (海軍病院お雇い外国人医師)
長与専斎 (内務省衛生局長)
(『明治十二年虎列病流行記事』 より作成)
本会ノ衛生局ト共ニ常設タルハ蓋此カ為メナリ
｢衛生ノ事｣ は, ｢事専｣ であることから分業が求められる｡ すなわち,
衛生のことを ｢議スル者｣ と ｢行フ者｣ とを分ける必要がある｡ その際,
(図４) の通り, ｢衛生ノ事｣ を ｢議スル｣ ために ｢衛生会｣ の, そして
｢行フ｣ ために衛生局の存在が確認されたのである｡ 明治12年の暮れに設
置された ｢中央衛生会｣ と ｢地方衛生会｣ は, 中央と地方において専門的
な立場から, ｢衛生ノ事｣ を ｢議スル｣ ことが期待されたのであった｡
(２) ｢府県衛生課｣ の設置
明治７年の ｢医制｣ では, 府県以下に ｢医務取締｣ の設置が求められた｡
この時問題となったのは, 設置された ｢医務取締｣ が医学等学術上の知見
を必ずしも有していないことであった｡ この点に関して内務省衛生局は次
のような見解をもっていた
(33)
｡
医務取締ノ職掌ハ人民ニ直接シテ衛生ノ事業ヲ施行拡充スルモノナレハ
其人衛生学ノ大意ニ通暁セサルヨリハ或ハ実施上ノ主旨ヲ誤リ到底事務
ノ完全ヲ期スルニ苦メリ故ニ将来各地方庁ニ於テ更ニ衛生課ヲ設ケ適当
ノ材学ヲ有スル官吏ヲ置クノ日ニ際セサレハ果シテ其周到具備ヲ得可ラ
ス
内務省衛生局は ｢医制｣ の施行後, ほどなくして ｢衛生課｣ の設置と
｢適当ノ材学ヲ有スル官吏｣ の設置が必要なことを理解していたのである｡
また明治10年のコレラの流行を経験すると, 府県は衛生担当吏員を選任す
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(図４) ｢衛生会｣ と ｢衛生局｣ の関係
衛生会 ＝ ｢衛生ノ事ヲ議ス｣

衛生局 ＝ ｢衛生ノ事ヲ行フ｣
ることが求められるようになった
(34)
｡ そしてこうした意向は, 明治12年のコ
レラの流行が終息すると, ｢府県衛生課｣ の設置として具体化されるので
あった
(35)
｡ 中央にあって ｢内務省衛生局｣ があるように, 地方にあっては
｢府県衛生課｣ が設置されたのである｡
新設された ｢府県衛生課｣ には, ｢衛生ノ大意ニ通スル者｣ を置くこと
とされた｡ 同課は地方長官の指揮に従い ｢管内衛生ノ事務｣ を整理するの
が仕事であったため, ｢衛生ノ大意｣ に通じた吏員が必要とされたのであ
る｡ また新たに行う ｢健康保護｣ 事業に関しては地方衛生会に諮詢するこ
ととされ, 重要と思われる案件に関しては, 内務省本省に稟議することが
求められた｡ ｢府県衛生課｣ は, 地方長官だけでなく内務省や地方衛生会
の判断を仰ぎながら行政実務を執ることが求められたのである｡
ここで ｢府県衛生課｣ が所管した ｢管内衛生ノ事務｣ についてより詳し
くみてみよう｡ 明治12年12月27日の ｢府県衛生課事務条項｣ は以下の事務
を新設の ｢府県衛生課｣ に所管させることを企図した
(36)
｡
第一 医事取締ノ事
第二 飲食料取締ノ事
第三 清潔法注意ノ事
第四 病災予防ノ事
第五 窮民救療ノ事
第六 統計報告ノ事
第七 雑件
｢第一 医事取締ノ事｣ では, 医師や薬舗の開・閉業や毒薬・劇薬・贋
敗薬等を督察することが求められた｡ 明治７年の ｢医制｣ で医師や薬舗の
国家による管理を進めることとされたが, この事務を地方にあって担当す
るのが ｢府県衛生課｣ であった｡ ｢第二 飲食料ノ事｣ では, 飲料水の検
査, 水道の位置及び構造, 水源の掃除方法, 腐敗贋造食品, 顔料・染色料
の取締りを行うこと, ｢第三 清潔法注意ノ事｣ では, 道路, 溝渠, 厠等
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の掃除及び修繕方法を設けること, ｢第四 病災予防ノ事｣ では, コレラ
等の伝染病の発見及び予防や消毒法, あるいは住民の隔離に関する当否の
検察を行うこと, ｢第五 窮民救療ノ事｣ では, 公立・私立病院・貧院・
棄児院等の設立を計画すること, ｢第六 統計報告ノ事｣ では, 人口や病
院等の設置状況, 種痘を受けた者の数, 医師や薬舗, 産婆の状況に関する
統計を作成し, 内務省衛生局に報告すること, ｢第七 雑件｣ では, 職業・
習俗と衛生問題との関連を調べること, 鉱泉の性質・効能を調べること,
天然の薬物の有無を調べること, 地方衛生会の求めに応じ, 必要な情報を
郡区・町村より徴収すること, などが取り上げられた｡ 府県以下の ｢健康
保護｣ 事業を進めるための実務は, ｢衛生ノ大意｣ に通じた吏員より構成
される ｢府県衛生課｣ が担当するよう求められたのである｡
(３) ｢町村衛生委員｣ の設置
｢中央衛生会｣ は ｢抑衛生ノ事タル専攻ノ学術ニ基キ尋常刀筆吏ノ得テ
計画スヘキニ非ラス必ス医学衛生学ノ大意ヲ会得スルモノニシテ始メテ緩
急事ニ応スル｣ ことができると考えていた
(37)
｡ 長与も ｢尋常刀筆の吏を駆り
て学術的事業に服せしむることなれば, 悪疫流行の場合に当たりてはその
運動活発ならず, 往々事の肯綮を失することさえありけり｣ としていた
(38)
｡
｢尋常刀筆吏｣ とは一般の事務吏員のことである｡ 長与やその同僚たちは,
｢健康保護｣ 事業を一般の事務吏員のなせる業ではないと考えた｡ そのた
め ｢中央・地方衛生会｣, ｢府県衛生課｣ では, ｢衛生ノ大意｣ に通じた者
が委員や吏員として予定された｡ しかし町村にあって住民と直に接する,
｢衛生ノ大意｣ に理解を示すことができる吏員が不在であったのである｡
そこで府県衛生課の所管事項を町村で実施するための吏員の設置が, ｢府
県衛生課｣ の設置と並行して進められたのであった｡ その結果設置された
のが ｢町村衛生委員｣ である｡
新設された ｢町村衛生委員｣ は町村の公選を経て選出され, 戸長を助け
て管内 ｢健康保護｣ 事業にかかわるとされた｡ 具体的な所管事項は14項目
にわたっていた｡ いまその概要を確認するならば以下の通りである
(39)
｡
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・出産死亡流産した者の数を取りまとめ, 郡区長に報告すること
・道路, 井戸, 水道, 下水, 便所, 肥溜を清潔に保つための掃除方法を
確認し, 修繕等必要な際には改良の見込みを立てること
・腐敗した野菜や肉, 熟していない果物が販売されていないか確認する
こと
・飲み水や牛乳が腐敗していないか確認すること
・毒薬, 劇薬, 贋敗薬の販売が無許可でなされていないか確認すること
・コレラ等伝染病流行時の埋火葬される者の数を調べ郡区長へ報告する
こと
・コレラ等伝染病の発生の報を医師より受けた際には, 郡区長に報告し,
速やかに予防法を実施すること
・コレラ等伝染病が発生した際には, 避病院に入院する患者の数, 全治
もしくは死亡した者の数を郡区長へ報告すること
・種痘の普及を図ること
・町村内の医師より提出された種痘の実施状況を取りまとめ郡区長へ提
出すること
・梅毒検査所を有する町村は, 検査表を毎月郡区長へ提出すること
・町村医を選定し, 貧民救療の見込みを立てること
・衣食住その他習俗により健康を害するおそれのある場合には郡区長に
報告し, 改良の見込みをたてること
医学等学術上の知見が ｢中央衛生会｣ や ｢地方衛生会｣ の議を経て政策
化されると, 内務省や府県, そして郡区はそれを実施することが求められ
る｡ 明治11年の郡区町村編法では, 郡区は府県と町村の間にあって行政実
務を執ることが予定されていた
(40)
｡ そこで郡区の下にあって住民に直に接し
ながら政策の履行を求める役割を ｢町村衛生委員｣ は担ったのであった｡
また ｢町村衛生委員｣ には住民より得られる伝染病患者の発生の有無など
に関する情報を郡区等へ報告することも求められていた｡
明治12年のコレラの流行の後, ｢中央衛生会｣ や ｢地方衛生会｣, ｢府県
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衛生課｣ や ｢町村衛生委員｣ が設置された｡ これらはいずれも医学や衛生
学の知見を有する者が衛生政策の立案や実施に携わることが出来るように
するための取り組みであった｡ 明治12年以降, 医学等学術の ｢政務的運用｣
を具体化するための仕組みづくりがすすめられたのである｡
５ ｢衛生事務拡張論｣
コレラの流行がもたらす被害が大きかったことから, 明治政府は伝染病
予防の重要性を理解し, 対策に取り組んだ｡ その結果, ｢中央衛生会｣ や
｢府県衛生課｣ 等の設置が実現した｡ しかし ｢健康保護｣ を推進するため
の仕組みづくりは, その後, 新たな展開をみせた｡ 政府の進める ｢健康保
護｣ 事業に満足しない衛生官僚たちが ｢衛生事務拡張論｣ を打ち出したの
である｡
明治15年, ｢中央衛生会｣ で長与と共に ｢健康保護｣ 事業に取り組んで
いた池田謙斎と高木兼寛は ｢衛生事務拡張ノ義ニ付建議｣ を内務省に提出
した
(41)
｡ ここで池田と高木は, ｢健康保護｣ 事業の不備は ｢国家ノ貧弱此ニ
胚胎ス｣, これを防ぐためにはその拡張をしなければならないとするので
あった｡ 池田等は, 内務省衛生局は存在するも, その役割は, ｢僅ニ虎列
拉予防｣ の ｢一事｣ もしくは ｢一局｣ であるとする世評に不満であった｡
また外国との関係においては, 明治12年のコレラ流行の際, 外国船の検疫
を試みたところ, ｢主務局ノ体裁未タ信拠スヘカラサルモノ｣ あり, ｢衛生
組織ノ完カラサル｣ とのことから
(42)
, 協力が得られなかったとの反省があっ
た｡ 検疫停船規則を施行するための ｢権理｣ の所在が不明確であったので
ある｡
一方で西欧諸国に目を転じれば, イギリスの ｢地方総轄局｣ やドイツの
｢全国衛生院｣ にみえるような ｢中央官衙｣ が用意されている点に池田等
は注目した｡ そこで日本にもこうした ｢官衙｣ の役割が外国に認められれ
ば, 検疫停船規則の施行も容易となると考えたのである｡ また国内では住
民は, コレラ流行時には健康への関心を示すが, 危難過ぎ去れば日常の
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｢健康保護｣ に対する関心は途端に薄くなっていくとする｡ そこでこうし
た内政及び外交上の課題を解決するために, 内務省衛生局の規模を拡大し,
その役割をより明示的にしようとしたのである｡ この取り組みは池田等に
あって, 日本を文明国とするためであるとの位置づけであった｡
また池田等の内務への建言では, 欧米諸国では ｢健康保護｣ 事業を所
管する官庁が救貧事務をも同時に所管するとされていた｡ 例えばイギリス
では ｢地方総轄局｣ が, 衛生と済貧の事務を所管し, 合衆国マサチューセッ
ツ州では, 衛生局の組織を変更して ｢衛生済貧狂事務局｣ と改称したこ
とを取り上げている｡ こうしたイギリスや合衆国, さらには ｢全国衛生院｣
を設置したドイツの判断に注目しながら, 池田等は, ｢健康保護｣ 及び済
貧の事務を所管する ｢独立ノ一省｣ もしくは ｢一院｣ の設置を求めたので
ある
(43)
｡
今英独諸国ノ制ニ倣ヒ独立ノ一省若クハ一院ヲ置キ衛生済貧等ノ事務ヲ
統轄セシメラルルハ頗ル緊要ノ事ナリ
しかし池田等の建言では, 一足飛びに独立した組織の新設が難しいのな
らば, まずは内務省中に ｢衛生総官｣ を置き, ｢全国ノ医務公衆衛生貧民
救済及ヒ伝染病予防等ノ事｣ を担当させることを予定していた｡
今日ノ現状ヲ考フルトキハ姑ク一歩ヲ退キ内務省中ニ衛生総官ヲ置キ全
国ノ医務公衆衛生貧民救済及ヒ伝染病予防等ノ事ヲ執行セシメ内ハ百般
文明事業ノ資源ヲ深クシ外ハ各国対峙ノ権理ヲ占メ交際ノ信義ヲ失ハサ
ランコト
ここでの ｢衛生総官｣ 設置構想は, 内務省衛生局に ｢衛生総官｣ を置き,
その下には ｢衛生官｣ を新設することで ｢健康保護｣ 事業の拡張を図ろう
とするものであった｡
池田等の構想は同年７月には, ｢衛生局組織変更之義ニ付上申｣ として
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山田顕義内務から太政大臣に提出されたが, 実現せず, ９月にはいり改
めて山田内務より ｢衛生事務ニ係ル費用御下付之義ニ付上申｣ として再
提出されることとなった｡ この時は先の ｢衛生局組織変更｣ のことだけで
なく, 中央政府による地方衛生吏員の督察・教導や ｢郡区医｣ の設置,
｢町村衛生委員｣ の見直し等も取り上げられた
(44)
｡ 山田内務の ｢衛生事務
拡張論｣ は池田等の構想を踏まえて, この機に内務省衛生局が抱えていた
その他の課題も解決しようとするものであったといえよう｡
山田内務はこの建言の中で, 地方衛生吏員の督察・教導を進めること
が肝要とする｡ 山田は, ｢衛生ノ事タル医学理学等ノ原理ヲ移シテ政務上
ニ活用スルノ方法ニ外ナラサル｣ との認識に立ち, 医学等学術上の知見が
浸透する以前にあっては, そうした知見を有する職員を地方に派遣し, 地
方の吏員において理解が得られた後に, 住民に対して, 政府の進める ｢健
康保護｣ 事業の効用を説くことが必要であるとしたのである｡ 長与は, 医
学等学術の ｢政務的運用｣ を通じて住民の ｢健康保護｣ の実現を図った｡
これに対して内務の見解は ｢衛生ノ事｣ は, ｢医学理学等ノ原理｣ を
｢政務上ニ活用｣ することだとしていた｡ 明治10年代半ばともなると長与
の ｢サニタリー｣ や ｢ゲズンドハイツプレーゲ｣ に対する理解は, 内務
にも共有されるようになっていたのである｡
山田が取り上げた地方衛生吏員の督察・教導は, イギリスやドイツにあっ
ても取り組まれていることであった｡ 山田は中央政府より ｢検査監視ノ委
員｣ が派遣されることの意義を理解し, 地方吏員に ｢健康保護｣ の事業が
｢放任｣ されることはないとした｡ ｢健康保護｣ 事業の推進には, 政府の立
場を理解する地方の吏員が必要であったのである｡
このように地方衛生吏員を督察・教導し, さらに今後, ｢健康保護｣ 事
務を整理していくためにはより多くの官吏が必要となる｡ そこで山田は,
池田等の議論に賛意を示し, 衛生局職員の拡充を認めるのであった｡ この
時, 山田は ｢衛生官｣ 新設の意義を強調した｡ ｢衛生官｣ を設置し, 中央
政府による事務の統一を進めることを山田は求めたのである｡ こうした中
央政府による事務の統一は, 池田等も取り上げていたドイツにおける1876
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年の ｢全国衛生院｣ の設置やあるいはアメリカ合衆国における1879年の
｢華盛頓中央衛生局｣ の設置といった具合に欧米諸国でも見られる現象で
あると山田には映っていた｡ そしてこうした ｢官衙｣ に従事する者は,
｢衛生官｣ の名を帯びて ｢皆多少衛生ノ学ヲ修｣ め, ｢終身ヲ衛生ニ委｣ ね
る者たちであった｡ ｢衛生官｣ たちは, ｢学理｣ や ｢実験｣ を通じて, 衛生
学等の学術に通じていることから, 規則によって住民の自由が制限される
ことがあっても, 一律に当該規則を適用することなく, その目的に鑑みな
がら柔軟に運用することができると期待されていたのである｡ これに対し
て明治期の日本では, ｢規則条例ハ概子欧米ニ法トルモノナルニ施政ノ実
際ニ至テハ其流利彼ノ如クナル能ハサル｣ との有様であった｡ その要因は
｢実務者ノ不熟｣ であった｡ 実務者がその業務の ｢専門｣ でなかったので
ある｡ そこで山田はこうした事態を回避するため衛生実務者を ｢衛生官｣
の名称で位置づけ, ｢一種専門家ノ体｣ をなさしめ, ｢名誉ヲ消長スルノ習
慣｣ を養成することが重要であるとしたのである｡ 山田は ｢衛生官｣ の要
件を次のように提示した
(45)
｡
衛生官ハ医学理学統計学等ニ熟スルノ人ニシテ旁ラ政務ニ通スルニ非サ
レハ不可ナリ
医学, 理学, 統計学等に ｢熟スルノ人｣ とは, 医学や統計学等の専門家
である｡ こうした人たちは ｢衛生官｣ にならずとも, 生活を営むことに支
障がない｡ 山田はこのことも理解し, こうした ｢十二分ニ生活ヲ営ムノ人｣
を ｢衛生官｣ にするためには, 彼らに ｢衛生官｣ であることを誇りとおも
えるような環境を整えねばならないとしていた｡
山田の案では, ｢衛生官｣ を新設するならば, 住民は伝染病予防等の際
には一目置きやすくなるし, 検疫との関係では, 外国人に対して, ｢衛生
官｣ の名称をもって当該事務を進めることができるとの見通しが示された｡
特に検疫では, 先の池田等同様の反省が山田にも見られた｡ 山田は明治12
年のコレラの流行時の経験を振り返り, その事務に当たった日本側の担当
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者が ｢書記官｣ の名称であったことから外国からは ｢冷笑｣ され, 検疫の
効果を十分にあげることができなかったとする｡ 山田にして, ｢健康保護｣
事務を担当する担当官は, 実務に通じているだけでなく, その名称も重要
であったのである｡
山田の ｢衛生官｣ 設置構想は, 10月にはいりなされた ｢衛生局組織改正
之義ニ付上申｣ において明らかなように, ｢衛生総官｣ と ｢衛生官｣ の新
設によって具体化されることが予定されていた｡ ここでは ｢衛生総官｣ は
｢全国の医務公衆衛生貧民救療及ヒ病災予防ノ事ヲ調理｣ するとされてい
た｡ そしてこの ｢衛生総官｣ の下に, ｢衛生官｣ を置き, 衛生局の事務を
分担することとしたのである
(46)
｡
また山田は ｢衛生官｣ の新設だけでなく, 衛生事項は ｢其原理ヲ医学ニ
資ルカ故ニ実施ノ際医師ノ諮詢ヲ要スルコト多シ｣ との判断から, 各郡区
に医師を配置することを求めた｡ 山田は府県管下の郡と区に住民の ｢健康
保護｣ を図るための医師の配置が必要であると考えていたのである｡ これ
はイギリス, フランス, ドイツ, アメリカ合衆国の制度を参照したもので
あった｡ こうした国では ｢流行病医｣ や ｢郡医｣ 等が設置されている点に
山田は注目したのである｡ 加えて山田は郡区庁管下の医師を設置すること
で, 病院の設置に代わるものと位置付けていた｡ 明治10年代は各地に病院
が設置された時期であった
(47)
｡ しかしその病院の恩恵を受けることができな
い者が生じ, そうした者に対する医療需要を ｢郡区医｣ に担当させようと
したのである｡ そしてまた伝染病予防や貧民施療にとどまらず, 山田は郡
区内の医師, 薬舗, 産婆, 薬物等の取り締まりや医事裁判上に関する事務
にも郡区医が関わることを予定するのであった｡
池田等の建言を受けた山田の案では先に指摘したように町村衛生委員の
見直しも触れられていた｡ この制度は明治12年のコレラの流行が終息した
のち採用されたものであった｡ 当該委員は山田にして, ｢人民ニ直接シテ
規則条例ノ主旨ヲ説示シ事務ヲ斡旋シテ其周到ヲ謀ラシムル｣ ことが期待
された｡ しかし実際には当該委員の設置の意義は住民には十分に知られて
いなかった｡ その手当も不十分であった｡ そして伝染病が流行すれば患者
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宅に赴き, 予防法を説き, 患者との接触が求められた｡ 人々は衛生委員に
率先してなろうとすることはなかったのである｡ そこで山田は, 町村衛生
委員制度改革を進めようとしたのであった｡ 山田の案では, 町村衛生委員
は郡区長に ｢直隷｣ し, 俸給を定め, 褒賞制度を整えることで, ｢利益ト
名誉｣ とを以て ｢適当ノ人物ヲ得ルノ道｣ が模索されていた｡ 山田は町村
衛生委員制度の活用なくして, ｢如何ナル善法良規アルモ遂に町村人民ノ
間ニ普及スルノ期ナカルヘシ｣ としていたのである｡
池田謙斎と高木兼寛の建言を受けた山田は ｢衛生官｣ や ｢郡区医｣, ｢町
村衛生委員｣ を活用することで ｢健康保護｣ 事業の進展を期したのであっ
た｡
６ ｢健康保護｣ 事業と ｢審事者｣
池田等が ｢衛生事務拡張論｣ を唱えていた翌年, 後藤新平が衛生局官吏
として入局した｡ 衛生局は, 長与や池田等同様, ｢健康保護｣ 事業の必要
性を理解し, その実現に向け奔走する構想と行動力の人を得たのであった｡
衛生局入局前, 後藤は愛知県で医師として, そして教育者として活躍す
る傍ら, 洋書に触れる中で, 疾病の治療だけでなく, その予防への関心を
強くしていった｡ その結果, 明治11年の ｢健康警察医官ヲ設ク可キノ建言｣
や, ｢愛知県ニ於テ衛生警察ヲ設ケントスル概略｣ にみえるように後藤は,
｢健康警察医官｣ や ｢衛生警察｣ の必要性を打ち出すのである｡ ただしこ
こで後藤が取り上げた ｢健康警察医官｣ や ｢衛生警察｣ に示される ｢警察｣
の含意は, 治安の維持に還元されるものではなかった｡
後藤が活躍の場を見出すべく奔走していたおよそ100年ほど前, 18世紀
のヨーロッパでは, ｢警察｣ は国家や行政と関連付けながら議論が加えら
れた
(48)
｡ これは官房学の役割が問われる中でなされていた｡
官房学は, 19世紀に誕生するアメリカ行政学の前史として紹介されるも
のである｡ 行政学の学説史を整理すると, ユスティ ( J.H.G.v. Justi, 1702
1771) の名前がしばしば登場する
(49)
｡ ユスティは, この官房学を ｢警察学｣
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の視点から整理し直し, 官僚の養成に役立てるための取り組みを始めた
のである｡ この時期の ｢警察｣ はそのため治安の維持といったものより広
い意味を有しており, ｢国家の統治｣ や ｢行政｣ をその含意としていた｡
ヨーロッパで ｢健康保護｣ 事業の形成に貢献したとして知られるフランク
( Johann Peter Frank, 17451821) は, この ｢警察｣ の作用を用いること
に注目したのであった
(50)
｡
18世紀後半 (1776年), 医学の学位を取得したフランクは, 医者―患者
関係からなる医療活動に満足しなかった｡ 医学の知見を修めたフランク
は, 医学と ｢警察｣, もしくは国家, あるいは行政との連携の必要性をそ
れまで以上に精力的に説くようになっていった｡ フランクはこの連携を
medizinische Polizei と表現した
(51)
｡ これを直訳すれば ｢医事警察｣ となろう
(52)
｡
この ｢医事警察｣ とは, 医者－患者の関係からなる医療活動ではなく, 国
家と住民, もしくは公衆との関係性の中に成立するものであることから,
現在の公衆衛生に通じるものである｡ 医療の歴史に造詣が深いことで知ら
れるシゲリスト (H. E. Sigerist : 18911957) の業績の一つ, 	
(53)
を英訳したイーデン (Eden : 18651944) とスィーダー (Cedar : 1880
1972) は, medizinische Polizei の訳語に medical police を充てた｡ その際,
Polizei の概念を取り上げ, ドイツ語圏では英語圏に比較してこの言葉を
より広く理解する傾向があることから, フランクのこの視点を表現するな
らば, public hygiene であると注記した
(54)
｡ イーデンらのこの指摘は, フラ
ンクの視点が治安の維持ではなく, より広く公衆の健康に関心が注がれて
いることを強調するという効果をもったといえよう｡
フランクの取り組みを踏まえたうえで後藤の ｢健康警察医官｣ や ｢衛生
警察｣ の含意を推し測るならば, 後藤が単に警察官を動員して住民の健康
の増進を図ろうとしたとする理解には至らない
(55)
｡ 後藤は自身の建言を踏ま
えて, 住民の ｢健康保護｣ への国家や行政の介入を正当化しようとしたの
である｡ 後藤は先の建言を通じて, コレラなどの伝染病が流行したときに
初めて予防法を設けたのでは, ｢猪鹿田圃ニ闖入シテ弓箭ヲ製シ干戈辺陲
ニ起リテ弾薬ヲ造クルニ異ナラズ｣ と批判し, 西洋医学に通暁した者で,
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一般の吏員と共に, 医師と連携をとりながら, 官民相互の間を斟酌して予
防法を確認し, 県下一般の人々の ｢健康保護｣ に従事する ｢医官｣ の創設
を進言したのである
(56)
｡ 後藤はこの ｢医官｣ を通じて医学と国家, もしくは
行政との連携を実現しようとしていたのであった｡
衛生局の官吏となった後藤は, 行政実務に奔走する傍ら, ｢健康保護｣
を推進するための理論の形成にも貢献した｡ その成果は, 『国家衛生原理』
や 『衛生制度論』 といった著作に結実している｡ 後藤はこれらの著作を通
じて, ｢健康保護｣ 事業には医学等学術上の知見を踏まえて政策を立案し,
実施することの重要性を指摘したのである｡
『衛生制度論』 によるならば, 後藤は狭義 ｢衛生警察
(57)
｣ と ｢衛生事務｣
を車の両輪として ｢健康保護｣ 事業を進めることを企図していた｡ そして
狭義 ｢衛生警察｣ と ｢衛生事務｣ は ｢衛生制度｣ の視点で取りまとめるこ
とができるとする｡ この ｢衛生制度 (Gesundheitswesen)｣ とは, ｢衛生学
ノ要求スル所ヲ実施スル｣ ことであるとしたように, 後藤は ｢衛生制度｣
を運用するにあたり ｢学術｣ の果たす役割に期待していたのであった
(58)
｡ す
なわち後藤は, ｢衛生制度｣ は ｢衛生学的, 医学的其他ノ万有学的学術ノ
幇助｣ を必要とすると理解していたのである｡ その結果, ｢衛生制度内ニ
新事項ヲ起ス｣ 際には, ｢学術的審事ヲ明ニ｣ することが必要であるとし
た｡ 加えて ｢禁令｣ を出すことが求められる狭義 ｢衛生警察｣ に対しても
｢学術的審事｣ が必要であるとしていた｡ 後藤は, ｢抑々警察官タルモノハ
其職権ヲ要スル場合 (即チ執行セサル可カラサル場合) ヲ明察シ時機ヲ過
マラス適当ノ方法ヲ以テ其間ニ処｣ すことが求められており, ｢衛生警察
ニ学術的幇助ヲ欠クトキハ機ニ先テ其場合ヲ明察スルコト能ハサルカ故ニ
其本分ヲ尽スコト能ハサルナリ｣ との見解を示しながら, 学術が果たす役
割の重要性を強調したのである
(59)
｡
後藤はこの ｢学術の幇助｣ について, いかなる場合に必要であるかを
｢政治上ヨリ｣ 判断することを求めている｡ そこで ｢当局｣ は, 衛生学や
医学といった学術上の知見を政治判断に付し, ｢其区域ト目的ト順序トヲ
定メテ之ヲ施行スルニ寛厳宜キヲ得｣ るよう努めなければならなかった｡
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また ｢其局ニ当ルモノ｣ は, ｢衛生制度学ニ関スル諸学術ノ何物タルヤノ
大意ニ通スルコトハ固ヨリ肝要｣ とした｡ 後藤は長与同様, ｢健康保護｣
と医学等学術の ｢政務的運用｣ との関係を重要としていたのである｡ そし
てこの ｢運用｣ を具体化するために, ｢審事者｣ の設置を求めた｡
審事者ヲ適当ニ採用シ其意見ニ就テ採否ヲ決スルニ足ルヘキ能力ヲ有セ
ハ冥模暗索遂ニ無用ヲ起シ有用ヲ廃スルノ弊ヲ免ルルニ庶幾ラン乎此際
純粋ノ衛生学ヨリ衛生制度トナルモノナリ
後藤は ｢審事者｣ に求められる能力として次の点を挙げている
(60)
｡
衛生制度ノ審事者タルヘキ人トハ中央政府及ヒ地方自治体ノ衛生技術官
トナルヘキ人ヲ云フナリ…… (中略) ……衛生上ノ目的ヲ達セントスル
ニハ単純ナル医学上ノ学理ノミヲ知了シ医術ヲ施行シ得ルヲ以テ足レリ
トスルコトヲ得ス
・如何ナル空気, 飲水及ヒ土地ハ伝染病ヲ発生スルカ (黴菌学其他ノ関
係)
・如何ナル工業ハ遠近ノ住民, 工夫, 物品費消者等ニ深キ危険ヲ致スコ
トアルカ
・如何ナル排泄物, 其除去方法並ニ飲水供給方法ハ危険ヲ被フラシムル
カ
・如何ナル発光質, 如何ナル暖室装置ハ火災ヲ発シ易ク且ツ人身ニ危害
ヲ及ホスカ
・如何ナル監獄構造, 如何ナル学校ノ構造, 如何ナル飲食品ハ漸次人身
ノ健康ヲ害スルカ等ヲ推究シテ常ニ百般ノ利害得失ヲ明ニセサル可ラ
ス…… (中略) ……審事者タランモノハ生物学上ノ諸関係ニ明ニシテ
適者生存ノ理ヲ究メ之ヲ日常人事ノ上ニ応用セシムヘキ智能ヲ具ヘサ
ルヘカラス
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後藤は, 医学や衛生学といった学術と政策とをつなぐ役割を ｢審事者｣
に期待した｡ 特に狭義 ｢衛生警察｣ との関係において, ｢衛生ノ学術的審
事者ハ衛生制度殊ニ衛生警察ノ探偵者トシテ考フルコト甚タ宜矣｣ とした｡
医学等学術を ｢政務的に運用｣ することで ｢健康保護｣ 事業を進めようと
する長与の構想は, 後藤の ｢審事者｣ を設置しようとする構想によってよ
り精緻に展開されるのであった｡
お わ り に
長与専斎は西欧諸国の調査を通じて ｢健康保護｣ 事業の成否を近代国家
のメルクマールとした｡ そこで以後, 長与は医学等学術上の知見を政策化
し, 実施するための仕組みづくりにかかわることを決意するのであった｡
西欧諸国の調査より帰国した長与は文部省医務局長として ｢医制｣ の制
定を実現した｡ この ｢医制｣ では, 政府が ｢衛生行政権｣ を掌握し, これ
を行使するための仕組みが用意された｡ ここでは ｢衛生局｣ や ｢医務掛｣,
そして ｢医務取締｣ を通じて ｢健康保護｣ 事業の推進が図られたのである｡
明治４年に西欧諸国の調査に随行した長与は明治９年, 再び渡米する機
会を得た｡ 長与はこの時の調査の成果を ｢衛生意見｣ にまとめた｡ この
｢衛生意見｣ では, ｢介達衛生法｣ と ｢直達衛生法｣ の視点から ｢健康保護｣
事業が論じられた｡ 長与は医師や薬舗を管理し, 伝染病の流行等健康被害
をもたらす問題に対しては, ｢衛生局｣ や ｢衛生取締｣ を活用して対処す
ることを予定したのである｡
｢衛生取締｣ にみられるような西洋の医学等学術上の知見を理解するこ
とができる担当者を通じて ｢健康保護｣ 事業を進めようとする構想は, 明
治10年以降, 甚大な被害を出していたコレラへの対策を通じて, 具体化さ
れていった｡ すなわち, ｢中央衛生会｣ や ｢地方衛生会｣, ｢府県衛生課｣
や ｢町村衛生委員｣ の設置がなされたのである｡ また ｢健康保護｣ を進め
るためには, 池田や高木, 山田の議論にみえるように ｢衛生官｣ や ｢郡区
医｣ が必要とされた｡ さらに後藤新平は医学等学術と政策とをつなぐ ｢審
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事者｣ の役割が重要であるとする｡
｢健康保護｣ 事業を進めるためには ｢内国事務省｣ の下, ｢衛生局｣,
｢医務掛｣, ｢医務取締｣, ｢衛生取締｣, ｢中央衛生会｣, ｢地方衛生会｣, ｢府
県衛生課｣, ｢衛生委員｣, ｢衛生官｣, ｢郡区医｣, そして ｢審事者｣ にみえ
る ｢特種の行政組織｣ を活用することが求められていたのである｡
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又郎伝』 や『北里柴三郎伝』では, 長与専斎も衛生省や衛生院の設置を
求めていたと伝える (長与博士記念会編『長与又郎伝』大空社, 1998年,
p.26, 宮島幹之助『北里柴三郎伝』北里研究所, 1932年, p.27)｡
(44) この時の山田の建言では, ①衛生の概要を理解し, 地方衛生吏員を特
察・教導するための職員を選出すること, ②郡区医の設置を進め, 町村
衛生委員の選挙法を改めること, ③都市部等における溝渠, 水道, 家屋
等の整備を進めること, ④ ｢衛生官｣ を配置し, 衛生局の組織を拡充す
ること, の４項目の実現が太政官政府に対して要請された (前掲 ｢衛生
事務拡張ノ為メ費用下付ノ件｣)｡
(45) 前掲 ｢衛生事務拡張ノ為メ費用下付ノ件｣｡
(46) ｢衛生官｣ を設置しようとする山田の９月の案は10月に入り, ｢衛生局
組織改正之義ニ付上申｣ として実現が求められ続けた｡ 山田の提起した
｢衛生官｣ 設置構想では, 池田等同様 ｢衛生総官｣ と ｢衛生官｣ の新設
を求めるものであった｡ この10月の上申では, ｢職制｣ 及び ｢事務章程｣
が付された｡ ここでは ｢衛生総官｣ の下に, 一等から六等の ｢衛生官｣
を置き, 衛生局の事務を分担することとしたのである｡ ｢衛生総官｣ の
所管する ｢医務｣ とは, 医師, 調薬師, 産婆, 薬種商, 売薬営業を経営
する者などを管理することであった｡ 医師や産婆の開業免許の確認, 病
院の監督, 薬局方の制定, 薬品取り締まり, 製薬免許, アヘンの取り締
まり, 売薬取り締まり, 海水浴場の管理などが具体的な事務であった｡
｢公衆衛生｣ で求められたのは, 国民の健康問題, すなわち気候や地質,
食べ物や飲み水, 職業上の習慣, 衣服, 不潔物, 家屋, 溝渠や港, 墓地,
埋火葬, 汚穢物の扱い, などを調査し, 除外・改良の措置を講ずること
であった｡ ｢貧民救済｣ とは, 貧民救恤の方法, 施療や施薬, あるいは
授産場, 貧民施療院, 郡区町村医, 癲狂院, 盲院, 聾唖院, 孤児院の設
置などであった｡ ｢病災予防｣ では, 伝染病対策や検疫停船規則の実施
が予定されていた｡ 具体的には, 伝染病の予防・消毒, 避病院の設置,
検疫, 種痘の普及, 梅毒検査などであった｡ また ｢衛生総官｣ 率いる衛
生局の仕事として, 出産, 流産, 死亡, 結婚, 等の統計を整理し衛生年
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報を作成することや諸外国の衛生上の動向に関する調査も予定されてい
た｡ さらに地方衛生事務, すなわち地方衛生会, 府県衛生課, 郡区衛生
吏員, 町村衛生委員や衛生に関する各種集会について ｢衛生総官｣ の名
の下に事務が進められることとなっていた (前掲 ｢衛生事務拡張ノ為メ
費用下付ノ件｣)｡
(47) 長与は明治初期の病院の設置状況に関して ｢いずれの地方においても
すでに廃藩の当時より良医の欠乏を告げ, 牧民の職にあるものことにこ
れを補うの必要を感じければ, 都下の医師を聘して病院を設置すること
一時の風潮となり, 十年の頃にはほとんど病院なきの府県なく, 院長の
選択招聘を衛生局に請求するものひきもきらざる有様なりき｣ と振り返
る (前掲 『松本順自伝・長与専斎自伝』, p.158)｡
(48) 17世紀後半のフランスにおける警察は市内のパトロールから食料供給
の統制, 街燈, 清掃, ゴミ処理, 交通整理, 防火, 取引所の統制等を所
管した｡ このことから ｢警察行政｣ とは, 財務, 軍事, 外交を除いた一
般行政を包括する内務行政であった (片岡寛光 『行政学の要点整理』 実
務教育出版, 1996年, p.44)｡
(49) 吉富重夫 『行政学』 有信堂, 昭和28年, pp.36｡
(50) 後藤稠 ｢ヨハン ペーター フランク―生い立ち (1745) からゲッチ
ンゲン大学赴任 (1784) まで―｣ 『生命保険文化研究所所報』 (41), 1977
年｡
(51) Sigerist, H.E. (1932) 	: eine Geschichte der Heilkunde in
Lebensbildern ( J.F. Lehmanns), p. 180.
(52) 川喜田愛郎 『近代医学の史的基盤』 (上) 岩波書店, 1977年, p.426｡
(53) Sigerist, H.E. (1932).
(54) Sigerist, H.E., translated by Eden and Cedar Paul (1933) The Great Doc-
tors : A Biographical History of Medicine (W.W. Norton & Company), p. 244.
(55) 長与も後藤も ｢健康保護｣ 事業への警察官の活用を否定したわけでは
ない｡ すなわち長与は ｢今日の処にては地方々々の程度次第即ち人民の
運動次第にて警察官は七分なり八分なり或は九分九厘又は十二分の働を
なす場合もあるへし｣ (｢長与専斎君の演説｣ 『大日本私立衛生会雑誌』
86, 明治23年７月, p.47) と指摘し, 後藤は, 警察官は ｢其職務上衛生
警察ノ大意ニ通暁スルコトノ必要なるは勿論｣ (後藤新平 『衛生制度論』,
1890年, pp.160161) とする｡
(56) 拙稿 ｢盟友・後藤新平と挑んだ, 伝染病予防と公衆衛生―国を支えた
若き衛生官僚たち―｣ 『東京人』 (313), 2012年, p.60
(桃山法学 第29号 ’18)100
(57) 後藤は, ｢衛生警察｣ を広義と狭義の視点で整理する｡ すなわち広義
｢衛生警察｣ は ｢国務全体｣ あるいは ｢内務｣ の事項を所管するとされ,
｢衛生行政ト謂フカ如ク其意義極メテ広｣ いとする｡ 一方, 狭義 ｢衛生
警察｣ は ｢所謂一己人ノ防ク能ハサル未発危害ヲ察シテ之ヲ防遏スル所
ノ陰性職務ヲ指示｣ するとされた (拙稿 ｢衛生官僚たちの内務省衛生行
政構想と伝染病予防法の制定｣ 『法政論叢』 512, 2015年, pp.280-281)｡
(58) 前掲 『衛生制度論』, p.1｡
(59) 前掲 『衛生制度論』, pp.5253｡
(60) 前掲 ｢衛生官僚たちの内務省衛生行政構想と伝染病予防法の制定｣,
pp.284285｡
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